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１．特殊土壌地帯の特性 

特殊土壌地帯は、 

(1) 特殊土壌（表－１）のような特殊な火山噴出物、花崗岩風化土等 

      特に侵食を受けやすい土壌）で覆われ、 

(2) 台風の来襲頻度が高く、 

(3) 雨量が極めて多いこと、 

 等から災害が発生しやすく、農業生産にも不利な面がある。 

 

 表－１    特殊土壌の種類 

名  称 性     状 特       性 分   布 

シラス 

 

多量の軽石を含んだ火山灰土砂でで

きた厚い層  

（数十ｍ～百ｍ）  

乾燥すると凝固し、水分を含

むと崩れやすい。大規模な崩

壊、地すべり、土砂流出が発

生しやすいほか、農地は干害

を受けやすい。  

鹿児島県、宮崎県

南部、熊本県の一

部  

ボ   ラ  桜島周辺に分布する火山噴火に伴い

噴出した比較的新しい粗粒の軽石が

堆積した層（数 cm～数十 cm）  

保水力が低く養分も乏しく作

物の生育を著しく阻害。  

鹿児島県（大隅半

島）  

コ   ラ  開聞岳から噴出した細粒の火山噴出

物が凝固した不透水性の固い層  

非常に固い層で植物の根を通

しにくい。  

鹿児島県（薩摩半

島南部）  

赤ホヤ  浮石質の火山噴出物が風化を受けた

土壌で極度に空隙が多い  

植物の根の伸長を阻害し、土

壌が流亡しやすい。  

鹿児島、宮崎、愛

媛、高知県の大部

分と熊本、大分県

の一部  

花 崗 岩 風

化 土 （ マ

サ）  

花崗岩が風化した腐植の少ない黄褐

色の砂土又は砂礫土で粘質に乏しい  

降雨による崩壊、土砂流出が

激しい。耕土は養分に乏しく、

干害も起きやすく作物の生育

は不良。  

中 国 地 方 の 大 部

分、九州、四国、近

畿の一部  

ヨ  ナ  花崗岩が風化した腐植の少ない黄褐

色の砂土又は砂礫土で粘質に乏しい  

雨が降れば道路は泥道となり

乾燥すると非常に固くなる。

河 川 の 侵 食 や 農 地 の 表 土 流

出が著しい。  

熊本県北東部、大

分県西部  

富士  

  マサ  

富士山からの噴出火山灰、火山砂、

火山礫等が熔岩に堆積し著しく固結

したものや黒ボクに混入し風化作用

により凝結したもの  

通気性、透水性に乏しく作物

の根の伸長を阻害し、干害を

受けやすい。  

静岡県北東部  
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図－１   特殊土壌の写真 
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特殊土壌が地域の大部分を占めてい

る場合等は、特殊土壌が分布していな

い地域も含め、市町村等の行政単位で

一括して指定している。 

２．特殊土壌地帯の分布 

(1) 特殊土壌地帯は、国土の約１５％（57,612km2） 

(2) 対象市町村は２５４（一部指定を含む） 

人口は全国の１０％（ 1,264万人）R2国勢調査（一部未公表のため概数） 

(3) 特殊土壌地帯を含む県は 

ア．全域が特殊土壌地帯に指定……………………５県 

鹿児島、宮崎、高知、愛媛、島根県 

イ．一部地域が特殊土壌地帯に指定………………９県 

大分、熊本、福岡、山口、広島、岡山、鳥取、兵庫、静岡県 

(4) 特殊土壌地帯の指定 

国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣が国土審議会の意見を聴いて、一

定の要件の地域を指定（土壌種類、雨量、台風頻度、災害の発生状況）  

 

  図－２   特殊土壌地帯の指定地域 
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表－２ 特殊土壌地帯の指定地域一覧 
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３．「特殊土壌地帯災害防除及び振興臨時措置法（「特土法」）」の概要 

(1) 「特土法」制定の背景 

特殊土壌地帯は他の地域に比べ災害が多く、農業生産にも不利な面がある。

このため、通常の対策では災害の防除と農業生産力の向上が困難であり、この

ことは、国家的、地域的な経済発展、住民福祉の向上にとって大きな障害とな

っていた。 

(2) 「特土法」の制定及び改正の経緯 

ア．特殊土壌地帯の保全と農業生産力の向上を目的として昭和 27年４月 25日

に制定（議員立法、建設委員会、５年間の時限法） 

イ．これまで概ね５年毎に 13回の期限延長。直近の延長は令和４年 

ウ．現行の「特土法」の有効期限は令和９年３月 31日 

   （法制定と改正の経緯） 
      法律制定   昭和 27年４月 25日  有効期限 昭和 32年３月 31日 
      第一次改正  昭和 31年３月 23日  有効期限 昭和 37年３月 31日 
      第二次改正  昭和 36年５月 20日  有効期限 昭和 42年３月 31日 
      第三次改正  昭和 41年６月３日   有効期限 昭和 47年３月 31日 
      第四次改正  昭和 46年４月 20日  有効期限 昭和 52年３月 31日 
      第五次改正  昭和 52年３月 18日  有効期限 昭和 57年３月 31日 
      第六次改正  昭和 57年３月 31日  有効期限 昭和 62年３月 31日 
      第七次改正  昭和 62年３月 31日  有効期限 平成４年３月 31日 
      第八次改正  平成４年３月 31日   有効期限 平成９年３月 31日 
      第九次改正  平成９年３月 31日   有効期限 平成 14年３月 31日 
        第十次改正  平成 14年３月 27日  有効期限 平成 19年３月 31日 
        第十一次改正 平成 19年３月 31日  有効期限 平成 24年３月 31日 
        第十二次改正 平成 24年３月 30日  有効期限 平成 29年３月 31日 
        第十三次改正 平成 29年３月 31日  有効期限 令和４年３月 31日 

第十四次改正 令和４年３月 31日   有効期限 令和９年３月 31日 

 

   (3) 「特土法」の体系 
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４．特殊土壌地帯対策の推進 

   

(1) 特殊土壌地帯対策事業計画の設定 

国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣は、国土審議会の意見を聴いて、

特殊土壌地帯における災害防除及び農地改良に関する事業計画を定め、関係県

知事に通知（法延長に合わせ５年ごとに事業計画を設定）。  

(2) 特殊土壌地帯対策事業の実施状況 

昭和 27 年から５か年毎に設定された事業計画（特土計画）は、これまで、

治山、治水、農地改良等の対策事業を実施し、災害の未然防止に効果を発揮し、

国土の保全に寄与している。 

第１次～第 10 次までの計画では、５年間の対策事業及び事業量（事業費、

国費）を計画内容としていたが、第 11 次計画から、公共事業のあり方に関す

る議論、法律延長時の国会決議等も踏まえ、計画を策定する意義、対策事業の

内容及び対策事業の実施に当たっての配慮事項を内容とする計画としている。 

 

  表－３ 特 土 計 画 の 推 移                  （億円、％） 

事   業   計   画  計画額Ａ 実績額Ｂ 進捗率  

Ｂ／Ａ  

第１次（昭 27～昭 31）  ５６７  ２１９  ３９  

第２次（昭 32～昭 36）  ４０６  ３１８  ７８  

第３次（昭 37～昭 41）  ９５４  ９４７  ９９  

第４次（昭 42～昭 46）  ２，１７６ ２，４２６ １１２  

第５次（昭 47～昭 51）  ５，４４６ ５，３５８ ９８  

第６次（昭 52～昭 56）  １１，７５０ １２，９８５ １１１  

第７次（昭 57～昭 61）  １８，３２３ １４，２２３ ７８  

第８次（昭 62～平３）  １８，８０２ １８，３０３ ９７  

第９次（平４～平８）  ２４，９８１ ２４，０８６ ９６  

第 10 次（平９～平 13）  １９，５８１ ２３，８２５ １２２  

第 11 次（平 14～平 18）  － １４，４５４ － 

第 12 次（平 19～平 23）  － １０，１６７ － 

第 13 次（平 24～平 28）  － ９，１０５ － 

第 14 次（平 29～令３）  － １０，４５３ － 

第 15 次（令４～令８）  － １０，６８８ － 
 

※第 15次実績額は令和８年９月現在の概数であり、令和８年度は見込額。  
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(3) 特土計画に基づく優遇措置等 

ア．昭和 36 年度から、特土計画に基づく事業に対して、「後進地域の開発に

関する公共事業に係る国の負担割合の特例に関する法律」（後進地域特例法）

による補助特例が適用されている。 

現在、鹿児島、愛媛、島根など９県に対し県の財政力に応じて国庫負担割

合の引上げ措置が講じられている。 

イ．特土計画に基づく農地保全整備事業のうちシラスに係るものについて、そ

の負担金に充てるために起こした地方債の元利償還金の一部が基準財政需要

額に算入されている。 

 

(4) 事業の実施 

特殊土壌地帯対策事業は、「特土法」によるほか、それぞれの事業に関する

法律等の規定に従い、国や地方公共団体等が実施。一部では予算措置による特

例措置もある。 

  表－４   後進地域特例法による国庫負担割合の引き上げ率 

県  名 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

鳥  取 1.23 1.23 1.23 1.24 1.25 1.24 

島  根 1.25 1.25 1.25 1.25 1.25 1.25 

山  口 1.01 1.03 1.04 1.04 1.02 1.01 

愛  媛 1.02 1.05 1.05 1.05 1.02 1.01 

高  知 1.24 1.25 1.25 1.25 1.25 1.25 

熊  本 1.05 1.07 1.08 1.08 1.06 1.05 

大  分 1.09 1.11 1.11 1.11 1.10 1.09 

宮  崎 1.14 1.15 1.15 1.15 1.14 1.14 

鹿 児 島 1.14 1.15 1.15 1.15 1.14 1.14 
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表－５   その他の予算措置 

区     分 対   象   事   業 

１ 補助率のかさ上げ ・国営かんがい排水事業（一定の規模のもの） 

 特殊土壌地帯では、通常の地域と同様に、末端支配面積が田は

5,000ha 以上、畑は 2,000ha 以上の基幹施設について、国の負担割

合が 2/3から 70%に引き上げられる。 

さらに、特殊土壌地帯においては、基幹施設のうちダム、頭首工

について、国の負担割合を 2/3 から 70%に引き上げる末端支配面積

の要件が、畑 2,000ha以上から畑 1,000ha以上に緩和される。 

２ 事業メニューの 

 特例 

・水利施設等保全高度化事業 

 特殊土壌地帯では、客土や土壌改良を単独で実施可能 

・林地荒廃防止事業 

 激甚災害指定地域や特殊土壌地帯で実施可能 

３  補助対象限度

額の特例  

・がけ地近接等危険住宅移転事業、防災集団移転促進事業 

 住宅の建設等のための借入金の利子に対する１戸当たり補助対象

限度額を特殊土壌地帯では引き上げ（4,210千円→7,318千円） 
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（参考－１）  

 

「特殊土壌地帯災害防除及び振興臨時措置法」 

昭和 27年 4月 25日法律第 96号  

最終改正令和 4年 3月 31日法律第 10号  

（目  的）  

第１条  この法律は、特殊土壌地帯に対し、適切な災害防除及び農地改良対策を

樹立し、これに基く事業を実施することによつて、特殊土壌地帯の保全と農

業生産力の向上とを図ることを目的とする。  

（特殊土壌地帯の指定）  

第２条  国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣は、国土審議会の意見を聴い

て、しばしば台風の来襲を受け、雨量がきわめて多く、かつ特殊土壌（シラ

ス、ボラ、コラ、アカホヤ  等特殊な火山噴出物及び花こう岩風化土その他特

に侵食を受けやすい性状の土壌をいう。以下同じ。）でおおわれ地形上年年

災害が生じ、又は特殊土壌でおおわれているために農業生産力が著しく劣つ

ている都道府県の区域の全部又は一部を特殊土壌地帯として指定する。  

２  国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣は、前項の指定をしたときは、

その旨を公示しなければならない。  

（特殊土壌地帯対策事業計画の設定）  

第３条  国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣は、国土審議会の意見を聴い

て、第１条の目的を達成するために必要な特殊土壌地帯における災害防除及

び農地改良に関する事業計画を定める。  

２  国土交通大臣、総務大臣及び農林水産大臣は、前項の事業計画を定めたと

きは、これを関係都道府県知事に通知するものとする。  

（事業の実施）  

第４条  前条第１項の事業計画に基く事業は、この法律に定めるものの外、当該

事業に関する法律（これに基く命令を含む。）の規定に従い、国、地方公共

団体その他の者が実施するものとする。  

（国土審議会）  

第５条  国土審議会（以下「審議会」という。）は、特殊土壌地帯における災害

防除及び農地改良に関する重要事項を調査審議する。  

２  審議会は、前項に規定する事項につき、関係のある行政機関の長又は地方

公共団体に対し、意見を申し出ることができる。  

第６条及び第７条  削除  

（関係地方公共団体等の意見の申出）  

第８条  関係地方公共団体その他の者は、第３条第１項の事業計画に関し、審議
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会に対して意見を申し出ることができる。  

（国の予算への経費の計上）  

第９条  政府は、毎年度、国の財政の許す範囲内において、第３条第１項の事業

計画を実施するために必要な経費を予算に計上しなければならない。  

（特別な助成）  

第 10条  国は、第３条第１項の事業計画による事業を行う地方公共団体その他の

者に対し、地方財政法（昭和２３年法律第１０９号）第１６条（補助金の交

付）の規定に基く補助金を交付し、必要な資金を融通し、又はあつせんし、

その他必要と認める措置を講ずることができる。  

２  国は、国有財産法（昭和２３年法律第７３号）第２２条（無償貸付）又は

第２８条（譲与）の規定にかかわらず、第３条第１項の事業計画による事業

を行う地方公共団体その他の者に対し、その事業の用に必要な普通財産を無

償で貸し付け、又は譲与することができる。  

 

附   則（抄）  

１  この法律は、公布の日から施行する。  

２  この法律は、令和９年３月３１日限りその効力を失う  



- 11 - 
 

（参考－２）  

特殊土壌地帯対策事業計画（第 15 次） 

 

令和５年３月 10日付総行地第３７号総 務 大 臣設定 
令和５年３月 10日付４農振第 2939号農林水産大臣設定 
令和５年３月 10日付国国地第６０号国土交通大臣設定 

 

１．計画策定の意義   

特殊土壌地帯（特殊土壌地帯災害防除及び振興臨時措置法（以下「法」とい

う。）第２条による指定地域。以下同じ。）は、台風の来襲頻度が高く雨量が

極めて多いこと、シラス等の特殊な火山噴出物、花崗岩風化土等侵食を受けや

すい土壌で覆われていること等から土砂災害などの災害が発生しやすく、農業

生産に関しても不利な面がある。このため、これまで法に基づく事業計画の

下、治山、治水、農地改良等の対策事業が実施されてきたところである。   

これまで本対策事業が実施された地域においては、災害の発生頻度の大幅な

低下や、土砂流出量の大幅な減少など被害の軽減効果が確認されるとともに、

農地改良等により栽培可能な作目範囲が拡大し、収益性の高い多様な農産物

の生産により地域の活性化が進んだ例などがみられる。このように、本対策事

業は特殊土壌地帯の災害防除と農業生産力向上に大きな役割を果たしてきた

ところであるが、特殊土壌地帯においては、依然として土砂災害の発生のおそ

れがある箇所が多く、近年では気候変動等を背景に従来の想定を超える降雨

に起因する大規模な土砂災害等、自然災害が頻発化・激甚化しているととも

に、農業上も表土の土壌流出が起こりやすい等不利な土壌や地形条件を有し

ていることから、いまだ対応すべき多くの課題に直面している。   

また、特殊土壌地帯においても、都市化の進展等土地利用の変化に伴い、市

街地や集落と山地が近接した地域が増加し、そうした新しい造成地での土砂

災害がみられるほか、人口の減少や少子高齢化の進展に伴う要配慮者の増加、

特殊土壌地帯の特性についての共通認識の醸成等への対応も必要となってい

る。農業面では、国内外の需要拡大、６次産業化等の推進、農業構造の改革と

生産コストの削減、多面的機能の維持・発揮などに取り組むとともに、世界の

食料需給を巡るリスクの顕在化に対応するため、国民に対する食料の安定供

給の確保への取組を図っていく必要がある。   

一方、社会資本整備に関しては、施策の一層の重点化、効率化、透明性の確

保等を図るため、厳格な事業評価の実施、関係する公共事業やソフト事業など

の各種施策との総合的な取組の推進や既存施設の有効活用も含めたコスト縮

減の取組が必要となっている。また、国民の関心が高い環境問題や、防災・減

災、国土強靱化等への対応も必要となっている。さらに、安全・安心で持続可

能な国土の形成を図るためには、流域治水の推進など国土を適切に管理して

いく取組が必要である。今後の特殊土壌地帯対策の実施に当たっては、こうし

た観点にも配慮しながら推進していくことが必要である。   

こうしたことから、引き続き必要な対策を実施するため、令和４年３月、法

の一部が改正され、その適用期限が５年間延長されたところである。   

本計画は、以上のような認識と経緯を踏まえ、特殊土壌地帯における災害防

除及び農地改良に関する事業を積極的に推進するとともに、それら事業の在り

方を明らかにするために定めるものである。   
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２．特殊土壌地帯対策事業の内容   

土砂災害等の災害に対し安心して暮らせる地域づくり、農業生産力の向上、

さらには地域の活性化と国土資源の効率的利用に資するため、令和４年度か

ら令和８年度までの５年間（以下「対策期間」という。）に、特殊土壌地帯に

おいて、次の災害防除及び農地改良に関する対策事業（以下「特殊土壌地帯対

策事業」という。また、その対象事業は別紙のとおりとする。）を推進する。  

 

(１ )治山   

山地災害を防止し、被害を最小限にとどめ、地域の安全性向上に資するた

め、特に、事前防災・減災対策としての治山施設の設置や機能が低下した保安

林の整備を推進する。   

 

(２ )治水   

災害に強い国土・地域づくりに向け、水害、土砂災害の防止を図るため、河

川改修・ダム整備等のほか、国民の生活・生命を支える水道・電気等のライフ

ライン施設や市役所・町役場等を保全するための砂防施設等の整備を推進す

る。   

 

(３ )急傾斜地崩壊対策   

人命保全上特に対策が必要ながけ崩れのおそれのある箇所等において重点

的に施設整備に取り組み、急傾斜地の崩壊による被害の防止・軽減を推進す

る。   

 

(４ )道路防災   

豪雨等の厳しい自然災害に対し、安全で安心な生活を支える道路空間を確

保するため、落石のおそれのある箇所等で防災対策を推進する。   

 

(５ )農地防災・保全   

豪雨等による特殊土壌地帯の農用地及びその周辺地域、農業用施設におけ

る災害の発生を未然に防止し、農業生産の維持及び農業経営の安定を図るた

め、ため池の防災工事、農用地の侵食防止工事等の農地防災・保全対策を推進

する。   

 

(６ )農用地整備   

特殊土壌の性質及び地形条件等の不利な点を補い、国内外の需要に対応し

た多様な農業生産を行うため、畑作や畜産の振興等を図ることとし、収益力の

向上、生産コストの削減等を通じて競争力のある農業を展開するための基盤を

整備する事業を実施する。   

農用地整備としては、基幹的農業水利施設及び農業用道路の整備を実施す

るとともに、区画整理、用排水施設整備、土層改良等の工種を総合的に実施し

農用地の高度利用を図る各種の総合整備事業、草地畜産基盤整備事業等を実

施する。また、平地と比較してより条件が不利な中山間地域等において、地域

特性を生かした特色ある農業を展開するための基盤を整備する事業を実施す

る。   
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３．特殊土壌地帯対策事業の実施に当たっての配慮   

特殊土壌地帯対策事業の実施に当たっては、次の諸点に配慮して、その効率

的・効果的な運営に努めることとする。   

 

(１ )事業の評価   

特殊土壌地帯対策事業については、事業評価の適切な実施等により、その効

率的・効果的な推進と透明性の一層の向上を図ることとする。そのため、国は

事前評価、再評価及び事後評価を通じた事業評価を体系的に実施するととも

に、関係県による補助事業の評価の実施を促進する。また、事業の効果につい

ては、新たな情報や指標等を用いて評価する手法の検討にも努める。   

 

(２ )事業間の連携等の推進   

特殊土壌地帯対策事業の実施に当たっては、引き続き事業間の連携・調整を

図るとともに、建設コストの縮減や必要な耐震対策の促進等により効率的・効

果的な整備に努める。   

 

(３ )ソフト施策との連携の強化   

特殊土壌地帯対策事業による基盤整備の効果がより一層有効に発現される

よう、大規模災害時においても人命が失われないことを最重視し、防災及び災

害時の被害を最小化する減災の考え方を踏まえ、土砂災害防止法に基づく基

礎調査を実施し、結果の速やかな公表をするとともに、土砂災害警戒区域等の

指定、土砂災害ハザードマップの作成を促進する。また、要配慮者利用施設に

おける避難確保計画の作成や避難訓練実施、適時適切な災害関連情報の提示、

警戒避難体制の整備、地域住民の共同活動等によるコミュニティ機能の強化

を推進するとともに、特殊土壌地帯の特性を再認識するような取組にも努め

る。加えて、強い農業と美しく活力ある農村を実現するため、農地中間管理機

構による農地の集積・集約化、６次産業化による付加価値向上や地産地消など

の国産農産物の消費拡大、輸出促進、日本型直接支払制度による地域資源の

保全管理と多面的機能の維持・発揮、食料安全保障の強化等関連するソフト

施策を併せて推進する。   

 

(４ )環境との調和への配慮   

特殊土壌地帯対策事業については、緑豊かな斜面空間の整備、多自然川づく

り、生物多様性の保全や良好な農村景観に配慮した農地・農業水利施設の整

備等、グリーンインフラの取組に努めつつ、環境との調和に配慮した工法を積

極的に導入していく。   

 

(５ )中間報告   

近年、気候変動等が要因と見られる自然災害が頻発化・激甚化している状況

に鑑み、対策期間の中間段階において特殊土壌地帯対策事業の内容、進捗状

況等について、必要に応じ国土審議会特殊土壌地帯対策分科会に対し報告す

る。   
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（  別紙  ）  

特  殊  土  壌  地  帯  対  策  事  業  

事   業   名  

治山  
直轄  
補助  

治山  
地すべり防止  

治水  
河川整備  

直轄  
補助  

砂防  
直轄  
補助  

砂防  
地すべり対策  

治水ダム  
急傾斜地崩壊対策  
道路防災  

特殊改良（特殊改良二種）  
災害防除  

農地防災・保全  
直轄  

地すべり対策  
補助  

農地保全整備  
地すべり対策  
防災ダム  
ため池整備  

農用地整備  
かんがい排水  

国営かんがい排水  
水利施設整備  

農道整備  
一般農道整備  

中山間総合整備（農業生産基盤整備）  
畑作振興  

畑地帯総合整備  
草地畜産基盤整備  
畜産環境総合整備  

 
社会資本整備総合交付金、防災・安全交付金及び農山漁村地域
整備交付金による事業を含む。  
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（参考－３）  

 

第 15 次特土計画（R８年度事業）版 
 

 特殊土壌地帯対策事業計画に基づく事業と「後進地域の開発に関する公共事業に係る国の
負担割合の特例に関する法律」による国の負担割合の引上げの関係 
 
  (○･･････････事業の全部が対象    △･･････････事業の一部が対象  ×･･････････該当なし)  
 

 
事   業   区   分 

特殊土壌地帯対策事業計画がなくて
も負担割合の引上げの対象となるもの 
① 

特殊土壌地帯対策事業計画によっ
てのみ負担割合の引上げの対象と
なるもの② 

①②の
総合 

治 山 直       轄 

直 轄 治 山 事 業 

直轄地すべり防止事業 

補       助 

治 山 等 激 甚 災 害 

対 策 特 別 緊 急 事 業 

山地治山総合対策事業 

 

 

災害関連緊急治山事業 

災 害 関 連 緊 急 

地 す べ り 防 止 事 業 

 

農山漁村地域整備交付金  

治 山         

予 防 治 山 事 業 

緊 急 防 災 減 災 対 策 

総 合 治 山 事 業 

機能強化・老朽化対策事業 

森 林 土 木 効 率 化 等 

技 術 開 発 事 業 

林 地 荒 廃 防 事 業 止 

共 生 保 安 林 整 備 事 業 

 

保安林管理道整備事業 

 

漁場保全の森づくり事業 

流 域 保 全 総 合 治 山 

保 安 林 総 合 改 良 

海 岸 防 災 林 造 成 

 
○ 
○ 
 
 
△  １、２級河川の流域での事業  
△  （防災林造成及び保安林整備を除く） 
 
 
△ 
    １、２級河川の流域での事業 
△  
 
 
 
△ 

 

△ 

△    １、２級河川の流域での事業 

 

△  

△ 

△  １、２級河川の流域での自然環
境保全治山(採択基準１のみ） 

△  １、２級河川の流域での事業 
 
 
△ １、２級河川の流域での事業 
× 
× 

 
 

 

 

 

△ 左以外の地域での事業 

△ 左以外の地域での事業 

（なだれ防止林を造成するもの及び流域保全

総合治山を除く） 

△ 
    左以外の地域での事業 
△ 
 
 
 
△ 
 
△ 
△ 
△  左以外の地域での事業 
 
△ 
△ 
 
△ 
 
 
× 
△ １、２級河川の流域以外の地域での事業 

△ 

 
○ 
○ 
 
 
○ 
△ 
 
 
○ 
 
○ 
 
 
 
○ 
 
○ 
○ 
○ 
 
○ 
○ 
 
○ 
 
 
△ 
△ 
△ 

 
 

事   業   区   分 
特殊土壌地帯対策事業計画がなくて
も負担割合の引上げの対象となるもの 
① 

特殊土壌地帯対策事業計画によっ
てのみ負担割合の引上げの対象と
なるもの     ② 

①②の
総合 

治 水 
河 川 
整 備 

直       轄 
河 川 改 修 事 業 
床 上 浸 水 対 策 
特 別 緊 急 事 業 

河 川 災 害 復 旧 等 
関 連 緊 急 事 業 

河 川 激 甚 災 害 対 策 
特 別 緊 急 事 業 

 
○ 
 
○ 
 
○ 
 
○ 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
○ 
 
○ 
 
○ 
 
○ 
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補       助 
床 上 浸 水 対 策 
特 別 緊 急 事 業 

河 川 災 害 復 旧 等 
関 連 事 業 

河 川 激 甚 災 害 対 策 
特 別 緊 急 事 業 

事 業 間 連 携 河 川 事 業 
大 規 模 特 定 河 川 事 業 
河川メンテナンス事業 
特定都市河川浸水被害対策推進事業 

交   付   金 
社会資本整備総合交付金  
広 域 河 川 改 修 事 業 

防災・安全交付金 
広 域 河 川 改 修 事 業 

 
 
△ 
 
△ 
      １、２級河川の流域における 
△  事業費 5,000 万円以上の事業  
△ 
△ 
× 
△ 
 

１、２級河川の流域における 
△  事業費 5,000 万円以上の事業 
 
△ 

 
 
△  
 
△  
 
△  左以外の事業 
△  
△  
○  
△  
 
   左以外の事業 
△ 
 
△ 

 
 
○ 
 
○ 
 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
 
○ 
 
○ 

治 水 
 
砂 防 

直       轄 
直 轄 砂 防 事 業 
直 轄 火 山 砂 防 事 業 
直轄地すべり対策事業 
直 轄 砂 防 管 理 
災 害 関 連 緊 急 
直轄地すべり対策事業 

災 害 関 連 緊 急 
直轄特定緊急砂防事業 

補       助 
砂 防 激 甚 災 害 
対 策 特 別 緊 急 事 業 

火 山 砂 防 激 甚 災 害 
対 策 特 別 緊 急 事 業 

特 定 緊 急 砂 防 事 業 
事業間連携砂防等事業 
大 規 模 特 定 砂 防 事 業 
砂防メンテナンス事業 
まちづくり連携砂防等事業 
災害関連緊急砂防事業 
地 す べ り 激 甚 災 害 
対 策 特 別 緊 急 事 業 

特  定  緊  急 
地 す べ り 対 策 事 業 

災 害 関 連 緊 急 
地 す べ り 対 策 事 業 

交   付   金 
通 常 砂 防 事 業 
（ 総 合 流 域 防 災 事 業 分 を 含 む ） 

火 山 砂 防 事 業 
地 す べ り 対 策 事 業 
（総 合 流 域 防 災 事 業 分 を 含 む ） 

 
○ 
○ 
○ 
○ 
 
○ 
 
○ 
 
 
△ 
 
△ 
△ 
△  
△  
△ 
△ 
△  １、２級河川の流域での事業  
 
△ 
 
△ 
 
△ 
 
△ 
 
△ 
△ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
△ 
 
△ 
△ 
△    
△ 
△ 
△ 
△     左以外の地域での事業 
 
△ 
 
△  
 
△ 
 
△ 
 
△ 
△ 

    
○ 
○ 
○ 
○ 
 
○ 
 
○ 
 
 
○ 
 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
 
○ 
 
○ 
 
○ 
 
○ 
 
○ 
○ 

治  水  ダ  ム  建  設 ○  ○ 
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事   業   区   分 
特殊土壌地帯対策事業計画がなくて
も負担割合の引上げの対象となるも
の ① 

特殊土壌地帯対策事業計画によ
ってのみ負担割合の引上げの対象
となるもの     ② 

①②
の総
合 

急傾斜地崩
壊対策 

補     助 
事 業 間 連 携 砂 防 等 事 業 
災害関連緊急急傾斜地 
崩 壊 対 策 事 業 

災害関連急傾斜地 
崩 壊 対 策 特 別 事 業 

大 規 模 特 定 砂 防 事 業 
砂 防 メ ン テ ナ ン ス 事 業 
まちづくり連携砂防等事業 

 
交 付 金 
急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 事 業 
（総合流域防災事業分を含む） 

 
△ 
 
△ 
 
△    シラス対策のみ 
△ 
△ 
△ 
 
 
△ 

 
× 
 
× 
 
× 
× 
× 
× 
 
 
× 

 
△ 
 

△ 
 

△ 
△ 
△ 
△ 
 
 

△ 

道  路 
防  災 

特殊改良事業 (旧特殊改良二種 ) 
災 害 防 除 事 業 

× 
× 

○ 県が事業主体の場合に限る 
○ 県が事業主体の場合に限る 

○ 
○ 

農  地 
防  災 
保  全 

直     轄 
直 轄 地 す べ り 対 策 事 業 

補     助 
農 地 保 全 整 備 
農 地 侵 食 防 止 
特 殊 農 地 保 全 整 備 

地 す べ り 対 策 
防 災 ダ ム 
た め 池 整 備 
防災重点農業用ため池 
緊 急 整 備 事 業 

 
○ 
 
 
○ 
△ 農地開発を除く 
△ １、２級河川の流域での事業 
○ 
○ 
○ 

 
 
 
 
 
△ 農地開発 
△ 左以外の地域での事業 

 
○ 
 
 

○ 
○ 
○ 
○ 
○ 
○ 

かんがい 
排  水 

国 営 か ん が い 排 水 事 業 
県 営 か ん が い 排 水 事 業 

△ 客土及び農地開発事業を除く 
△ 農業用用排水及び区画整理事業 

△ 客土及び農地開発事業 
× 

○ 
△ 

農  道 
整  備 

農山漁村地域整備交付金 
・農地整備事業（通作条件整備
（一般農道整備）） 
・農道整備事業（一般農道整備
事業） 
 
農村整備事業 
・農道・集落道整備事業（強靱
化型、高度化型） 

△  山村振興法、過疎地域の持続的
発展の支援に関する特別措置
法、及び半島振興法に基づき農
林水産大臣が指定した基幹的
な農道 

 
 
△ 

△ 
 
 

左以外の農道 
 
 
△ 

○ 
 
 
 

○ 

中山間総合
整備 

農山漁村地域整備交付金 
農村集落基盤再編・整備事業（集
落基盤再編型、中山間総合整備
型、農地環境整備型） 
 
中 山 間 地 域 農 業 農 村 
総 合 整 備 事 業 

 
※上記の農業生産基盤整備 

△  農業用用排水及び区画整理 
 
 
 
 
 
△  山村振興法、過疎地域の持続的 

発展の支援に関する特別措置法、
及び半島振興法に基づき農林水
産大臣が指定した基幹的な農道 

△ 客土、暗渠排水、その他の農
用地の改良又は保全、農地防
災の農地開発及び地すべり
の１，２級河川以外の地域で
の事業 

 
△ 左以外の農道 

○ 
 
 
 
 
 

○ 

畑  作 
振  興 

県営畑地帯総合整備事業 
 
草 地 畜 産 基 盤 整 備 事 業 
畜 産 環 境 総 合 整 備 事 業 

△  農業用用排水、農道、区画整理、
土壌改良 等 

△  区画整理事業 
× 

△ 左以外の事業 
 
○ 県が事業主体の場合に限る 
○ 県が事業主体の場合に限る 

〇 
 

○ 
○ 

 
注１ 負担特例法の「適用団体」は都道府県。「開発指定事業」は、適用団体が国の負担金若しくは補助金の交付を受

けて行い、又は国が適用団体に負担金を課して行う事業となっている。 
注２ （国の負担割合）＝（開発指定事業に係る経費に対する国の通常の負担割合）×｛１＋0.25× (0.46－当該適用

団体の財政力指数）／（0.46－財政力指数が最少の適用団体の当該財政力指数）｝、（ただし、９割が限度） 
 
 


